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要旨 
現在、第 6 次評価サイクルにある気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on 
Climate Change：IPCC）は、2023 年 3 月 20 日に「気候変動 2023：統合報告書（Climate 
Change 2023: Synthesis Report）」を発表した。同統合報告書は、以前発表された 3 つの作業

部会評価報告書及び 3 つの特別報告書の内容を基にしている 1。 

11 月にアラブ首長国連邦で開催される第 28 回締約国会議（ 28th Conference of the Parties：

COP 28）が近づく中、この最新の IPCC 報告書は、初のグローバル・ストックテイク等、今度の

COP における議論及び交渉に関する情報を提供することを目的としている。1.5°C 特別報告書及

び緩和に関する第 3 作業部会報告書を基礎とした統合報告書は、気候変動対策における CO2回

収貯留（CCS）の重要さをまたしても強調している。 

CCC 及び気候変動に関する主な結論 

CO2 回収貯留及び気候目標 

IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）統合報告書は、CO2 及び温室効果ガス（GHG）排出量正味ゼロ

を達成するために世界的にモデル化された緩和経路には、CCS を利用しない化石燃料から、再

生可能エネルギーないし CCS を利用した化石燃料等の、非常に低いないしゼロ炭素エネルギー

源への移行、需要側の対策及び効率改善、非 CO2 GHG 排出量の削減、並びに CO2 除去（CDR）

が含まれることを繰り返し述べている。 

同報告書は、その他の削減困難なセクターにおける CCS の価値にも触れ、同技術について、電

力部門に加えてセメント及び化学品製造にとっても極めて重要な CO2 緩和オプションであると言

及しているが、これらの産業における利用は、現時点においては、石油・ガス部門における同技術

の普及と比較すると未熟であることを認めている。 

注目すべき点は、1.5˚C IPCC 特別報告書で示された 4 つの経路のうち 3 つが、CCS を大規模利

用していることである。これら 3 つの経路によると、今世紀中に 350～1,200 ギガトンの CO2 を回

収及び貯留する必要が出てくる（付録 1 参照）。CCS を利用しないシナリオでは、人間の行動の最

も抜本的な変化が要求される。 

緩和に関する IPCC 第 3 作業部会報告書における大半の経路も CCS を組み込んでおり、それに

は再生可能技術に大きく依存する経路が含まれる。CCS を含まないシナリオは、世界的なエネル

ギー需要の大幅な削減が求められる。IPCC が述べるところによると、ネットゼロ CO2 エネルギー

システムは、化石燃料利用全体の大幅な削減、削減対策が講じられていない化石燃料の最小限

の使用、及び残っている化石システムにおける CCS の利用を必然的に伴う（付録 2 参照）。  

 
1 統合報告書は、3 つの作業部会評価報告書（第 1 作業部会（WGI）－自然科学的根拠（The Physical Science Basis）、第 2 作業

部会（WGII）－影響・適応・脆弱性（Impacts, Adaptation and Vulnerability）、第 3 作業部会（WGIII）－気候変動の緩和（Mitigation 
of Climate Change））及び 3 つの特別報告書（1.5°C 特別報告書（Global Warming of 1.5°C）、土地関係特別報告書（Climate 
Change and Land）、海洋・雪氷圏特別報告書（The Ocean and Cryosphere in a Changing Climate））の内容を基にしている。 

https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-cycle/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-cycle/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-working-group-i/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-working-group-ii/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-working-group-ii/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-working-group-3/
https://www.ipcc.ch/report/sixth-assessment-report-working-group-3/
https://www.ipcc.ch/sr15/
https://www.ipcc.ch/srccl/
https://www.ipcc.ch/srccl/
https://www.ipcc.ch/srocc/
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地中貯留 

CO2 貯留資源の時宜にかなった開発は、CCS 普及の規模拡大を加速化するにあたって極めて重

要である。統合報告書は、地球温暖化を首尾よく 1.5°C に制限することが可能な規模まで CCS を

拡大するための潜在的な CO2 貯留地は十分に存在するとし、「技術的な地中貯留容量は 1,000 
GtCO2 級と推定され、それは地球温暖化を 1.5˚C に制限するための 2100 年までの CO2 貯留要

件を上回るものである 2」と指摘している。同報告書はまた、「地中貯留サイトが適切に選定及び管

理されれば、CO2 は大気中から恒久的に隔離することが可能であると推定される 3 」ことも確認し

ている。 

CO2 除去 

統合報告書によると、直接空気 CO2 回収貯留（DACCS）等の CDR 技術は、削減が困難な産業

プロセス及び航空業、海運業、化学工業といった部門からの残余排出量に対抗するために必要と

なる。同報告書は加えて、「CO2 が大気中から直接回収される時（DACCS）又はバイオマスから

回収される時（BECCS）、CCS はこれら CDR 方法の貯留部分を構成する 4」と述べ、これら極め

て重要な気候技術の緊密な相乗作用を明確に示している。 

CCS を前進させるためのソリューション 

IPCC は、現時点における CCS の世界的な普及率が、地球温暖化を 1.5～2°C に制限するように

モデル化された経路の中で想定されているものよりも大幅に低いことを指摘しており、普及拡大の

ためには、政策手段、より大きな公衆の支持及び技術革新といった拡大を可能にする条件が必要

であることを強調している。 

  

 

  

 
 

  

 
2 IPCC、2023 年：気候変動 2023：統合報告書、政策決定者向け要約、p.22 
3 IPCC、2023 年：気候変動 2023：統合報告書、政策決定者向け要約、p.22 
4 IPCC、2023 年：気候変動 2023：統合報告書、政策決定者向け要約、p.22 
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